
沖縄県の公立学校における
働き方改革について

沖縄県教育庁
働き方改革推進課

令和６年度市町村教育委員会教育長・教育委員研修会

令和７年１月22日（水）

【最重要課題】
働き方改革とメンタルヘルス対策の一体的な推進
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県公立学校における働き方改革推進計画の着実な推進

働き方改革関連
令和６年度予算
前年度の２倍となる

約１２億円
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学校

人材地域

学校における
働き方改革の
実現

☆彡 質の高い学校教育
☆彡 教職の魅力再興

☆彡 子供の居場所づくり
☆彡 沖縄らしい優しい社会

☆彡 地域発展の担い手
☆彡 子供は沖縄の未来

◆持続可能な
沖縄の発展

◆誰一人
取り残さない社会

≪ 学校における働き方改革の実現による 沖縄県の未来像≫ 
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人材の確保
教育ＤＸの推進
業務の役割分担・適正化

【三つの柱】

【別紙】
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【４段階評価】
A：当てはまる
B：ある程度当てはまる
C：あまり当てはまらない
D：当てはまらない

肯定的回答

【別紙】市町村教育委員会への依頼公文 成果指標１・２の集計（１月中）
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我が市町村の学校における、
働き方改革の取組の進捗状況はどうか？（今年度の総括）

そして、次年度の計画は？

特に、メンタルヘルス対策に関連する取組はどうか？

精神疾患で休職している教職員数等は？

メンタル不調の予防の取組や復職支援の取組は？

今年度末の教育委員会議等で確認していただきたいこと。
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メンタルヘルス対策関連の取組目標
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５年で1,907人増、1.37倍
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精神疾患による

病気休職者数

教育職員数に占める割合

（人）
＜沖縄県の教育職員の精神疾患による病気休職者数＞

全国平均の２倍

令和６年度４月教員未配置数計12人

５年で92人増、1.52倍
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＜沖縄県の精神疾患による病気休職者の教育職員に占める割合（Ｒ５年度）＞

【校種別】

全国

割合校種

1.01%特別支援学校

0.83％小学校

0.74%中学校

0.56%高等学校

0.77%全体

沖縄県

割合校種

1.90%小学校

1.72％中学校

1.43%高等学校

1.41%特別支援学校

1.69%全体
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給与負担
⇒市（指定都市除く）町村立小・中
学校等の教職員は市町村の職員である
が、設置者負担の原則の例外として、
その給与については都道府県の負担と
し、給与水準の確保と一定水準の教職
員の確保を図り、教育水準の維持向上
を図る。
任免・人事異動
⇒身分は市町村の職員としつつ、都道
府県が人事を行うこととし、広く市町
村をこえて人事を行うことにより､教職
員の適正配置と人事交流を図る。

市町村教育委員会 県教育委員会
（例外としての県費負担教職員制度）

服務監督
人事評価
労務管理
労働安全衛生管理やメンタルヘ

ルス対策等が含まれる！

市町村立小中学校の教職員は市町村の職員！
～「県費負担教職員制度」による誤解？～
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教職員の心身の健康＝学校の活力

教職員＝学校経営の最重要資源

経営管理・
マネジメント

管理職の
メンタルヘルスケア

も大切！

児童生徒へのより良い教育
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次世代型校務支援システムの県域での共同調達について

共同調達に関するスケジュール（案）

次世代校務DXの実現
校務系・学習系 ネットワークの統合
校務支援システムのクラウド化・汎用
クラウドツールの活用
データ連携基盤（ダッシュボード）の
創設
情報セキュリティの確保

共同調達のメリット
教員のメリット
o 市町村をまたぐ人事異動でも同じ
システムを利用できる

o 校務処理の更なる効率化
o 支援を要する子どもの早期発見
自治体のメリット
o システム調達コスト減
o 大規模災害時のデータ喪失を防ぐ

教
員
の
メ
リ
ッ
ト

自
治
体
の
メ
リ
ッ
ト

質
の
高
い
教
育

令和６年度 １２月

システムデモ会

１月

プロポーザル準備

２月

協議会発足・プロポーザル

３月

システム決定

令和７年度 ４月以降

市町村の次期更新の
タイミングでシステ

ム契約

共同調達の仕組み
o 自治体代表による協議を経てプロポーザル実施

o システム決定後、各自治体の次期更新のタイミン
グでシステム契約

【情報提供】

16



沖縄県の子どもたちのためにも、

教職員一人一人が

“働きやすさ”“働きがい”“心身の健康”

を実感できることが大切！

各々が役割と責任にもとづいて、

一つでも多くの取組の推進に繋げていきましょう！

ご清聴ありがとうございました（終）
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